
提
案
で
は
「
国
家
公
務
員
の
定

年
が
段
階
的
に
引
上
げ
ら
れ
る

こ
と
に
伴
い
、
地
方
公
務
員
に
お

い
て
も
、
地
方
公
務
員
法
が
改
正

さ
れ
、
国
家
公
務
員
の
定
年
を
基

準
と
し
て
条
例
で
定
め
る
こ
と
と

さ
れ
て
い
る
」
と
し
て
、
定
年
を

段
階
的
に
引
き
上
げ
て
65
歳
定

年
に
す
る
と
し
て
い
ま
す
（
制
度

完
成
は
令
和
13
年
度
）。 

61
歳
以
降
の
給
与
に
つ
い
て

は
国
と
同
様
に
、
60
歳
時
の
７

割
水
準
と
し
、
役
職
定
年
制
に
つ

い
て
も
導
入
す
る
と
し
て
い
ま
す
。 

 

ま
た
、
定
年
引
上
げ
に
あ
わ
せ

て
現
行
の
再
任
用
制
度
に
つ
い
て

は
廃
止
し
、
定
年
の
段
階
的
な
引

上
げ
期
間
中
に
つ
い
て
は
、
現
行

と
同
制
度
の
「
暫
定
再
任
用
制
度
」

を
存
置
す
る
と
し
、
60
歳
以
降

定
年
前
に
退
職
し

た
職
員
に
つ
い
て

は
、
本
人
希
望
に
よ

り
短
時
間
勤
務
が

選
択
で
き
る
制
度

と
す
る
と
し
て
い
ま

す
。 

（
提
案
内
容
の
詳
細

は
左
の
囲
み
を
参

照
） 

府労組連ニュース 

定年引上げ制度を提案 
来年度より定年を段階的に引き上げて６５歳定年に（Ｒ１３年度） 

国と同様に給料は６０歳時の７割水準、役職定年制を導入

７
月
26
日
、
府
当
局
は
、
府
労
組
連
に
対
し
「
定
年
引
上
げ
に
か
か

る
各
種
制
度
に
つ
い
て
」
提
案
し
ま
し
た
。
協
議
期
限
は
８
月
22
日
と

し
て
い
ま
す
。
府
労
組
連
は
組
合
員
の
意
見
を
集
約
し
、
折
衝
・交
渉
を

行
う
予
定
で
す
。 

定年引上げにかかる各種制度について（提案） 
 

１ 定年の段階的引上げ 

・現行６０歳の定年を段階的に引き上げて６５歳とする。 

※「定年年齢の段階的な引上げのイメージ」参照  ※保健所等の医師・歯科医師の定年は、現行どおり６５歳 

 

２ 管理監督職勤務上限年齢制（役職定年制）の導入 

・管理監督職の職員については、６０歳に達した日の翌日から最初の４月１日までの期間（異動期間）に管理監督

職以外の職に異動させる制度を導入する。 

・また、６０歳に達している職員を、異動期間の末日の翌日以後、新たに管理監督職に任命しないものとする。 

・ただし、職務の遂行上の特別の事情等がある場合は、引き続き管理監督職を占めたまま勤務させることができる

ものとする。 

 

【役職定年制の例外措置】  

  １．役職定年制の適用除外（役職定年制の適用を除外）⇒保健所等の医師・歯科医師は、役職定年制の適用除外 

  ２．役職定年年齢の例外（役職定年年齢を６１～６４歳とする）⇒必要に応じて設定 

  ３．特例任用①：勤務延長型特例任用⇒特別な事情がある場合に運用 

４．特例任用②：異動可能型特例任用⇒教育委員会の学校現場における校長級、教頭級は、特例任用を予定 

 

３ 定年前再任用短時間勤務制の導入 

・６０歳に達した日以後定年前に退職した職員について、本人の希望により、短時間勤務の職に採用することがで

きる制度を導入する。 

・勤務時間等の勤務条件は、現行の再任用制度（短時間勤務）と同様とする。 

 

４ 情報提供・意思確認制度の新設 

・当分の間、職員が６０歳に達する日の前年度に、６０歳以後の任用、給与、退職手当に関する情報を提供するとと

もに、職員の６０歳以後の勤務の意思を確認するよう努めるものとする。 

 

５ 定年の段階的引上げ期間中の定年退職者等の再任用（暫定再任用制度） 

・定年の引上げに併せて、現行の６０歳定年退職者の再任用制度は廃止する。ただし、定年の段階的な引上げ期間

中は、定年から６５歳までの間に経過措置として現行と同様の制度を暫定的に存置する。 

 

６ 給与制度 

・「定年引上げに係る職員の給与制度について」（裏面）のとおり 

 

７ 高齢者部分休業制度 

・高齢者部分休業を申請することができる期間は、職員（医師及び歯科医師を含む）の年齢が５５歳に達する日後

の最初の４月１日から定年退職日までの期間とする。 

 

８ 実施時期 

・令和５年４月１日 



役
職
定
年
制
を
導
入 

役
職
定
年
制
に
つ
い
て
は
、
管

理
監
督
職
の
職
員
が
60
歳
に
達

し
た
日
の
翌
日
か
ら
最
初
の
４
月

１
日
ま
で
の
期
間
に
管
理
監
督

職
以
外
の
職
に
異
動
さ
せ
る
制

度
を
導
入
す
る
と
し
て
い
ま
す
。 

た
だ
し
、
職
務
の
遂
行
上
の
特

別
の
事
情
等
が
あ
る
場
合
は
、
引

き
続
き
管
理
監
督
職
を
占
め
た

ま
ま
勤
務
さ
せ
る
こ
と
が
で
き
る

例
外
措
置
を
設
け
、
保
健
所
等
の

医
師
・
歯
科
医
師
は
、
役
職
定
年

制
の
適
用
を
除
外
す
る
こ
と
や

特
別
な
事
情
が
あ
る
場
合
に
は

役
職
定
年
年
齢
を
61
～
64
歳

と
す
る
こ
と
が
で
き
る
と
し
て
い

ま
す
。 

ま
た
、
特
別
な
事
情
が
あ
る
場

合
に
は
、
特
例
任
用
を
行
い
、
教

育
委
員
会
の
学
校
現
場
に
お
け

る
校
長
級
、
教
頭
級
は
、
特
例
任

用
と
し
て
、
必
要
に
応
じ
て
校
長
、

教
頭
が
継
続
で
き
る
制
度
に
す

る
と
し
て
い
ま
す
。 

給
料
は
７
割
水
準
に 

 

給
与
に
つ
い
て
は
、
60
歳
に
達

し
た
日
後
の
最
初
の
４
月
１
日
以

後
に
適
用
さ
れ
る
級
号
給
の
７

割
水
準
と
し
、
役
職
定
年
制
に
伴

う
降
任
等
が
あ
る
場
合
は
、
降
任

等
を
さ
れ
た
日
の
前
日
に
受
け
て

い
た
給
料
月
額
の
７
割
水
準
（
降

任
後
の
各
級
の
最
高
号
給
の
給

料
月
額
を
上
限
）
と
し
て
い
ま
す
。 

 

諸
手
当
に
つ
い
て
は
左
表
の
と

お
り
と
し
て
い
ま
す
。 

退
職
手
当
は 

ピ
ー
ク
時
特
例
適
用 

 

退
職
手
当
に
つ
い
て
は
、
退
職

時
の
給
料
月
額
（
７
割
水
準
の
対

象
職
員
は
７
割
水
準
の
額
）
を
も

と
に
、
定
年
退
職
の
場
合
の
支
給

率
を
適
用
し
算
定
す
る
と
し
て
い

ま
す
が
、
退
職
手
当
の
基
本
額
に

係
る
特
例
措
置
（
ピ
ー
ク
時
特
例
）

の
適
用
対
象
に
追
加
す
る
と
し
て

い
ま
す
。 

 

今
回
の
提
案
を
受
け
て
、
府
労

組
連
は
、
組
合
員
の
意
見
を
集
約

す
る
と
と
も
に
、
現
行
の
再
任
用

制
度
の
給
与
水
準
の
引
上
げ
も

含
め
、
折
衝
・
交
渉
を
配
置
し
て

取
り
組
み
を
進
め
ま
す
。

 

（参考）

給料表
年度末

年齢60歳

年度末

年齢61歳
（差額）

校長 → 校長 1,066 万円 746 万円 ▲ 320 万円

校長 → 教諭 1,066 万円 685 万円 ▲ 381 万円

教頭 → 教頭 1,010 万円 707 万円 ▲ 303 万円

教頭 → 教諭 1,010 万円 661 万円 ▲ 349 万円

教諭 → 教諭 834 万円 584 万円 ▲ 250 万円

実習教員 → 実習教員 653 万円 457 万円 ▲ 196 万円

校長 → 校長 1,003 万円 702 万円 ▲ 301 万円

校長 → 教諭 1,003 万円 643 万円 ▲ 360 万円

教頭 → 教頭 950 万円 665 万円 ▲ 285 万円

教頭 → 教諭 950 万円 619 万円 ▲ 331 万円

教諭 → 教諭 816 万円 572 万円 ▲ 244 万円

事務部長 → 事務長 915 万円 598 万円 ▲ 317 万円

事務長

主幹
→

事務長

主幹
796 万円 557 万円 ▲ 239 万円

主査 → 主査 723 万円 506 万円 ▲ 217 万円

副主査 → 副主査 648 万円 454 万円 ▲ 194 万円

主査 → 主査 677 万円 474 万円 ▲ 203 万円

副主査 → 副主査 627 万円 439 万円 ▲ 188 万円

年収のモデルケース　【学校部局】

高等学校等

教育職

小・中学校

教育職

行政職

技能労務職

職階

給料表 フルタイム

794 万円

638 万円

474 万円

397 万円

777 万円

626 万円

469 万円

420 万円

343 万円

技労職 326 万円専門員(1級)

専門員(1級)

主任専門員(3級)

教諭

教頭

現在の再任用年収　【学校部局】

小中教職

行政職

職階

高教職

校長

実習教員

教諭

教頭

校長


